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株式会社ＮＥＷＳＹの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社ＮＥＷＳＹ（本社：東京都港区、代表取締役：髙橋真、以下、

「ＮＥＷＳＹ」）の株式をＡＤ ｐｌｕｓ ＶＥＮＴＵＲＥ株式会社からの譲渡により取得し、ＮＥＷＳＹを子会

社とすることを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．株式取得の理由 

当社は、「長期経営方針」および「中期経営計画 2016（平成 26 年９月期～平成 28 年９月期）」において、生

活者が主体的に情報を収集、選別、発信し、自らの情報体験のイニシアティブを握っていく生活者主導社会にお

いて、ある情報を求めているユーザーに対して、必要な情報が最適に流通している状態を理想とし、その理想を

世界で一番多く創り出す企業グループを形成していくことを宣言しております。このような中、当社は「コンテ

ンツマーケティングの強化」を方針として掲げており、さらには「事業ポートフォリオの構造変化」を目的とし

て、ソリューション事業の拡大に注力いたしております。この度、WEBコンテンツに特化した高い企画・編集力

および、独自の WEBメディア運営ノウハウ・体制を有するＮＥＷＳＹの株式取得（子会社化）を行うことで、当

該領域の事業拡大および収益性の改善を促進できるものと考えております。 

 

２．異動する子会社（株式会社ＮＥＷＳＹ）の概要 

（１）商 号 株式会社ＮＥＷＳＹ 

（２）所 在 地 東京都港区赤坂五丁目３番１号 

（３）代 表 者 代表取締役  髙橋 真 

（４）事 業 内 容 ニュース配信サイト運営事業 

ニュースコンテンツクリエイティブ事業 

企業・商品のコミュニケーションデザイン事業 

（５）資 本 金 2,650万円 

（６）株 主 構 成 ＡＤ ｐｌｕｓ ＶＥＮＴＵＲＥ株式会社   96.2% 

株式会社ゲイン                3.8% 



（７）設立年 月 日 平成 26年５月１日 

（８）上場会社と当該会社との間の

関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 当該会社と広告仕入取引があります。 

（９）当該会社の最近３ヶ年の経

営成績および財政状態 

当該会社は平成 26 年５月に設立されておりますので、過去１ヶ年の

経営成績および財政状態を記載しております。 

決算期 平成 27年３月期 

純 資 産 5,127万円 

総 資 産 9,123万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 48,373円 48銭 

売 上 高 1億 441万円 

営 業 利 益 （ △ は 損 失 ） △141万円 

経 常 利 益 （ △ は 損 失 ） △202万円 

当 期 純 利 益 （ △ は 損 失 ） △172万円 

１株当たり当期純利益（△は損失）  △1,626円 51銭 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１）名称 ＡＤ ｐｌｕｓ ＶＥＮＴＵＲＥ株式会社 

（２）所在地 東京都港区赤坂五丁目３番１号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 川名 周 

（４）事業内容 新規事業の企画、運営、管理及びそのコンサルティング事業 

（５）資本金 ２億 9,600万円 

（６）設立年月日 平成 22年 11月５日 

（７）純資産 当該会社との合意により非公表とさせていただきます。 

（８）総資産 当該会社との合意により非公表とさせていただきます。 

（９）大株主および持株比率 当該会社との合意により非公表とさせていただきます。 

（10）上場会社と当該会社の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への

該当状況 

該当事項はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 ０株 （議決権の数：０個、所有割合：0.0％） 

（２）取得株式数 1,020 株 （議決権の数：1,020個） 

（３）取得価額 取得価格につきましては、株式譲渡先との合意により非公表とさ

せていただきます。なお、取得価格は第三者機関の評価算定報告

を勘案し、双方協議の上、合理的な調整のもと算定し、社外取締

役及び社外監査役を含む当社取締役会において公正かつ妥当であ



ると判断し、その合理性についても担保されていると認識してお

ります。なお、取得価格は、当社の連結純資産の１％未満となっ

ております。 

（４）異動後の所有株式数 1,020 株 （議決権の数：1,020個、所有割合 96.2%）  

 

５．日程 

（１）取締役会決議     平成 27年 12月 25日 

（２）契約締結日    平成 27年 12月 25日（予定） 

（３）株式譲渡実行日     平成 28年 １月 １日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件による当社の当連結会計年度の業績に与える影響は軽微であると見込んでおります。 

以 上 


